
 区域ごとの年度別 規制改革活用メニュー数・事業数 

（注１） 規制改革活用メニュー数・事業数は、区域計画で認定した構造改革特区のメニューを含む。 

（注２） 括弧内は、国家戦略特区で初めて活用されたメニュー数 

（注３） 赤枠内は、今回新たに評価対象とするもの。 

区域名 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 合計 
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事業数 

規制改革 

活用ﾒﾆｭｰ数 
事業数 

規制改革 

活用ﾒﾆｭｰ数 
事業数 

規制改革 

活用ﾒﾆｭｰ数 
事業数 

規制改革 

活用ﾒﾆｭｰ数 
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規制改革 

活用ﾒﾆｭｰ数 
事業数 

東京圏 ７  （３） １８ １１  (８） ２４ １４ (４） ３３ １１ （３） ２１ ８ （１） １２ ３１（１９） １０８ 

東京都 ７ （３） １６ ７ （５） １９ １０ （２） ２６ ７ （２） １６ ４ ８ ２１（１２） ８５ 

神奈川県 １ ２ ３ （２） ３ ５ （２） ５ ２ （１） ２ ２ ２ １３  （５） １４ 

成田市 ０ ０ ２ （２） ２ ０ ０ ０ ０ １ （１） １ ３  （３） ３ 

千葉市（３次指定） ― ― ― ― ２ ２ ３ ３ １ １ ６  ６ 

関西圏 ６ （３） ８ ８ （４） ８ ６  （１） １０ ７ （３） ８ ６  （１） ７ ２２ (１２) ４１ 

大阪府 ３ （１） ４ ４ （２） ４ ５  （１） ７ ２ （１） ２ ３ （１） ３ １３ （６） ２０ 

京都府 ２ （２） ２ １ （１） １ １ ２ ３ （２） ３ ２ ２ ８  （５） １０ 

兵庫県 ２  （１） ２ ３ （１） ３ １ １ ２ ３ １ ２ ８ （２） １１ 

新潟市 ４ （３） ８ ５ １１ １ １ ２ （１） ２ ０ ０ １１  （４） ２２ 

養父市 ４ （２） １１ ３ （１） ５ １  （１） ４ ２ （１） ２ ２ （１） ２ １０ （６） ２４ 

福岡市・北九州市 ２ （２） ５ ７ （３） １２ １１ (５） ２３ ７ （１） ９ ６ （１） ７ ２１（１２） ５６ 

福岡市 ２ （２） ５ ７ （３） １２ ５  （２） １２ ４ （１） ４ ５  （１） ５ １７ （９） ３８ 

北九州市（３次指定） ― ― ― ― ７  （３） １１ ３ ５ ２ ２ １１  （３） １８ 

沖縄県 ０ ０ ２ （１） ３ １ １ １ １ １ １ ５  （１） ６ 

仙北市（２次指定） ― ― ４ （２） ５ １ １ １ （１） １ １ （１） １ ７  （４） ８ 

仙台市（  〃  ） ― ― ５ （２） ５ ３ ４ ３ （３） ３ ０ ０ １１ （５） １２ 

愛知県（  〃  ） ― ― ９ （２） １２ ５ ７ ３ （２） ３ ２ （１） ２ １７ （５） ２４ 

広島県・今治市 （３次指定） ― ― ― ― ８  （２） １４ ０ ０ ０ ０ ８ （２） １４ 

広島県 ― ― ― ― ６ ８ ０ ０ ０ ０ ６ ８ 

今治市 ― ― ― ― ５  （２） ７ ０ ０ ０ ０ ５ （２） ７ 

上半期（４月～９月） ５（５） １０ １７(８) ４５ ２１（５） ６７ １４（５） ２０ ７（１） １３ ― ― 

下半期（１０月～３月） １３（８） ４０ １９(１１) ４０ １８（７） ３１ １８（６） ３０ １３（２） １９ ― ― 

合計 １３(１３) ５０ ２９(１９) ８５ ２９(１２) ９８ ２７(１１) ５０ １８（３） ３２ ５８（５８） ３１５ 
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